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はじめに 

19世紀後半には欧米先進諸国で、20世紀後半か

らは世界の各国で、急激な人口の都市集中が見ら

れるようになったが、そうした大都市で直下型地

震が発生すると大災害をもたらす。1923年の関東

大震災と1995年の阪神淡路大震災は、日本を襲っ

た大都市直下型地震の代表的なもので被害も激甚

なものであった。そうした地震の直接被害や二次

被害を予防し軽減するための「教訓」についてい

ささか感ずることが出てきた。 

大震災等の経験や教訓を今後にどう活かすか、

一つは科学技術を駆使して予知し耐震性を高め被

害を最小化するという科学技術・工学へのフィー

ドバック、もう一つは社会が危険を予防し、危機

的状況を避け、重大な災禍を減らしながら大切な

ものを守るための社会的認識もしくはコンセンサ

スを確立し社会の智恵を高めることへのフィード

バック、という大きく二つの途がある。ここでは、

後者の視点で考察し、若干の提案もさせて頂くつ

もりであるが、その多くはこれまで語り伝えられ

てきたものである。しかし、折角の｢教訓｣や｢社会

の智恵｣も、記録や核心の情報が風化しがちで、歪

められているように感じることが多い。 

1995年から３年間阪神淡路大震災の応急仮設

住宅建設や復興住宅計画、復興再開発事業の後方

支援に携わった経験（住宅・都市整備公団本社設

計課長職）と、直近では大学やNPOでの勉強会な

どで意見交換した折の議論や情報を交えてリソー

スとさせて頂いた。 

情報氾濫の時代であるため、興味本位の情報や

話題に載せやすいだけの情報が、あたかも重要な

情報のように発信されることも多い。また、的確

性を欠く説明や無責任な発言によって、着実な取

り組みの継続を困難にしていたり、本質的な情報

の理解を妨げることがあるだけでなく、悪質なビ

ジネスに好都合な不安感を生み出すケースも見ら

れることから、大震災の悲惨な経験から、何を学

び、どう適切に伝えるべきか、意外に難しい。 

 

１．東日本大震災から学ぶこと 

東日本大震災は、大都市直下型ではなかったが、

現代社会を襲った大震災であり、副次的に発生し

た津波被害が地震動そのものの被害より激甚であ

ったことなど、現代大都市の直下型地震への備え

を考える上で｢教訓｣とすべき事項が多い。ここに

きて首都圏を始め各地でも震災対策が見直されて

いるが、実りのあるものとなることを願いたい。 

 

１－１．東日本の津波被害で思いを新たにした教

訓 

この大震災による津波は、北海道から千葉県ま

での広いエリアに悲惨な災禍をもたらしたが、度

重なる津波を経験してきた三陸海岸で、またもや

甚大な被害が出てしまった。この地域で受け継が

れてきた｢つなみてんでんこ｣という生活者向けの

教訓や、吉村昭氏が 1970年に出版した｢三陸海岸

大津波｣の著作に紹介された大津波の丹念な記録

（古文書や行政データ、生還者の心痛や叫びを含

む作文・口述記録）から読み取れる現代社会への

警鐘から、何故もう少し学べなかったのだろうか

という疑問である。 

 

「つなみてんでんこ」： 

公式文書で広く語り継がれてはこなかったが、

今回の津波対応で伝承効果を発揮した言い伝えの

一つが、「つなみてんでんこ」という言葉である。

津波の時は、親兄弟も構わず一人一人で逃げろと

いう言い伝えである。今回の津波で亡くなられた

方々の中に、統率のとれた避難行動を目指すあま

り、逃げ遅れてしまったケースや、家族の弱者を

残し自分だけ逃げてよいものかと逡巡した人々、

近隣の移動困難な高齢者を救おうとして逃げ遅れ

たケースがかなりの数に及んだ。学校の校庭で、

避難行動のための整列していたために流されたケ

ースもあった。 

吉村昭氏の「三陸大津波」では、特に明治29年

と昭和８年の大津波で家族を失いながら生き残っ

た人々の証言として、「てんでんこ」の重要さがは

っきり記録され、総括もされている。東日本大震

災１周年を振り返る報道特集番組で、なぜ多くの

人が逃げ遅れた地区があったのかを分析し解明し

ていた中で、明治・昭和の大津波の記憶が忘れら

れた時期に海岸近くに移住してきた人たちの集落

で大きな被害がみられたと報告がなされていた。

そこで一人暮らしの高齢者がなかなか避難しない

ため強く説得して回っていた町会役員や福祉関係

６．大都市直下型震災への備えと復興につながる仮設住宅への備え 
－震災の悲惨な経験から、何を学び、何を伝え、どう備えるべきか－ 

小畑晴治（(財)日本開発構想研究所理事、千葉大学大学院客員准教授）
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者が逃げ遅れた事例がかなりあった状況などを聞

くと、残念至極に感じられる。 

こうした三陸での津波被害の教訓が、今後直接

的にどれだけ活かせるかは分からないが、大都市

直下型地震で発生する震災時の状況判断や避難、

あるいは二次被害の防止や軽減に役立つであろう

ことは、間違いあるまい。高齢者や“識者”の知

見や経験、状況判断を超える脅威が襲ってくる可

能性への心構えであるが、子供にも理解できる“言

い伝え”という形の伝承で体得すれば、かなりの

確率で生き残れた状況があったと思われる。 

「稲むらの火」：津波に関する和歌山の言い伝

え：三陸ほど頻繁にではないが津波被害を幾度も

経験した和歌山県にも、津波対策の伝承が残って

いる。幕末期(1854年)の安政南海地震で、紀州の

事業家（後知事）濱口梧陵が大津波の発生を察知

したとき、潮が引いた海で魚を捕ろうとする村民

が避難の呼び掛けに応じなかったため、丘の稲わ

らに放火して人々を高台に誘導する挙に出て多く

の人命を救ったという話であるが、60年近く前に

郷里和歌山の小学校で教えられた記憶が残る。 

この逸話には、非常に多くの教訓要素が含まれ

ているが、津波の前に潮が大きく引くという「予

兆」＊１のことが当時からかなり正確に伝えられ識

者は認識していたことと、大津波の襲来まで海岸

から避難するだけの時間があるという状況を踏ま

えた教訓である点に着目したい。東日本の災禍を

振り返る報告で、地震発生から破壊的な津波来襲

まで少なくとも30～40分の時間差があったが、そ

れを活かせなかったことは、多くの人たちを残念

がらせた。 

 

＊１：今回の津波でも各地で大きな引き潮が観測されてい

たほか、地震動の予兆なく大津波が襲った「チリ津

波」(1960)でもそれが見られたと吉村氏の著書にも記

述されているが、今回引き潮の予兆のなく襲来した

地区もあったと指摘する専門家は居る。 

 

１－２．｢想定外｣で説き伏せられようとした被災

者と社会の反発 

大災害は副次的な災禍の拡大で激甚化する。大

きな災害の真実を知ろうと市民が疑念を呈しても、

口のうまい説明者が語ると｢想定外｣で仕方がなか

ったのだと説き伏せられてしまう。津波のこと、

原発対応のこと、液状化のこと、「想定外」で片付

けられたことが多いが、今にして思えば、何が、

どう想定外だったのか、憤りは簡単には消せない

であろう。 

予想外の液状化被害と地盤の大切さ 

砂地や沼地を造成した土地に家を建ててはい

けないと言い伝えられてきたが、近年の建設技術

や基礎技術の進歩で忘れられがちである。1964年

の新潟地震で、液状化した地盤に立っていた４階

建て建物が横倒しになって以来、中高層建築物の

基礎工事の液状化対策は徹底されるようになった

ものの、屋外の埋設配管や低層建築物への対策は

遅れていた。 

その後、地盤の液状化問題は、1995年の阪神淡

路大震災でもかなり顕著に見られた。神戸～西宮

の海岸沿い埋立地や人工島で、対策が不十分であ

ったこところで大きな被害が発生したが、逆に適

切な対策（地盤改良工事施工）を施した地区はほ

とんど問題がなかった。液状化現象は、地震動が

長引くと起きやすくなり、どの地震でも発生する

ものではないため、また事前診断でこの程度まで

大丈夫とも言えないことから、関係者も油断しが

ちであるが、同じ地盤でも適切な対策したところ

とそうでないところの被害の差は歴然としている。

専門家が自分の家を建てようとする際に、そうし

た地盤は避けることが多い。 

2012年４月に東京都や千葉県で、震度別に液状

化の恐れのあるエリアを地図で公表したが画期的

なことである。これまでより、かなり精度を上げ

たものを他の道府県に先駆けてきちんと公表した

ことに敬意を表したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 千葉県の液状化予測マップ(2012.4) 
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こうした情報開示は、阪神淡路大震災の被災分

析の後、1999年に地震調査推進本部が（現在のも

のは2007年度から国土地理院が）全国の｢活断層マ

ップ｣を公表している状況と通じるが、震災対策を

｢社会の智恵｣とするための基礎となる役割を果た

している。阪神淡路大震災で、神戸・芦屋・西宮

を貫く活断層の上の建物が特に甚大な被害を受け、

すぐ隣接地区では軽微な被害にとどまっている状

況を目の当たりにした記憶が今も残る。 

 

２．関東大震災と阪神淡路大震災にもあった「想

定外」 

過去を振り返ってみると、大都市直下大地震の

代表例である関東大震災と阪神淡路大震災の双方

にも、｢想定外｣があった。 

 

２－１．関東大震災の「想定外」 

図－２、３は、関東大震災の火災発生状況図と

この日の天気図である。火災の広がりの状況で分

かることは、1923年９月１日の震災の日、台風が

能登半島近くに来ていた（∴関東でも風がかなり

強かった）という状況下で、少なくとも３時間以

上掛かって一面の大火にいたっているという事実

である。この震災で10万５千人が死亡、そのうち

本所被服廠への避難者だけで４万数千人が大火災

流での焼死したことが記録に残っている。ここで、

大切なことは、地震と台風が同じ日にきた（「想定

外」ではなかったか）という事実と、焼死に繋が

る火災流の発生に至るまで少なくとも３時間以上

はあったのではないかと見られる状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 東京市の延焼状況              図－３ 震災当日の天気図 
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この震災では流言飛語が多発したようである

が、適切な情報の掌握と適切な状況判断があれば、

少なくとも副次的な火災で焼死した犠牲が大幅に

軽減できたことは明らかである。そうした災禍の

状況が、後々不完全な整理で断片的に伝えられる

と、大地震ではたちまち大火が発生し猛火が迫り

焼死者が続出するというような短絡的な認識に繋

がる恐れがある。高度経済成長期に取り組まれた

『防災遮断帯構想』や｢広域防災拠点｣とかの事業

や訓練では、一刻も早く急いで逃げないと大火災

に巻き込まれるとの先入見に基づいて、形式的避

難訓練や統率的行動訓練がよく行われたが、多く

の住民は正直うんざりしていたのではないかと思

われる。 

想定外の副次的要素が突発的に発生した場合

の避難判断として、｢つなみてんでんこ｣に近いケ

ースもあり得よう。それよりも、どのような場合

に、どこが安全でどこが危ないかの目安情報を隠

さず出してもらえることの重要は誰にも分かる。 

 

 

２－２．阪神淡路大震災にもあった｢想定外｣： 

発生時間の想定外 

この地震は早朝（午前５時46分）に被災地を襲

ったが、大都市の諸活動が大きく動き出す前であ

った。震度７の地震動に共振して巨大な阪神高速

道路が倒壊したことは予想外（「想定外」かどうか

は不明）であったが、走行中の車両がまだ少ない

時間帯であったことは、当事者には申し訳ないが

運のよい「想定外」であった。また高速道路の損

傷被害状況ほどに報道されなかったが、山陽新幹

線を含む鉄道の橋脚等があちこちで大きく壊れて

いた状況は、震災発生がもしあと１時間遅れてい

たら大惨事になったのではないかと思い出すたび

震撼させられる。これらのことは、少なくとも安

全計画・安全設計をする上では、｢想定外｣であっ

てはならないし、関係者に｢予想外｣などと言わせ

てはなるまい。しかし、運のよさは、大都市直下

型大震災に備える社会的な心構えの構築には大き

なマイナスだったと感じる。 

状況を伝える報道の想定外 

他にも｢想定外｣があった。震災の全容がなかな

か掴めず報道がかなり遅れたことで、昼近くまで

よく伝わらなかったという点の「想定外」である。

国レベルの情報通信技術や衛星監視の体制が既に

十分整っていた1995年のことであり、神戸・芦屋・

西宮という近代都市でのことであるだけに、大都

市の大災害時の情報把握の盲点を突かれたように

感じる。その一方、危機管理をよく意識していた

建設会社や民間企業、公団などで、被災直後にか

ろうじて通じていた電話で伝えられた僅かな情報

だけで｢被害の大きさ｣や｢必要な救援内容｣を把握

し、いち早く対応体制をつくったケースが見られ

た状況と対照的である。これらの対応の良否は、

必ずしも人命救助の数や減災に繋がるものではな

いが、被災者救援物資の提供や避難所支援活動が、

遅滞なくかつ効果的に行うことには大いに寄与で

きたと思われる。 

高層住宅室内の想定外 

建物内部被害にも｢想定外｣があった。高層マン

ションの多くで、外観上はあまり問題がなくても、

家具や調度、家電品が倒れたり飛んだりして内部

がめちゃくちゃになり、死傷するケースが出てい

たことである。この問題は専門家たちにはある程

度知られ懸念もされていたため、防災訓練の起震

車で模擬的に状況を見せたり人を乗せて実体験さ

せる催しがよく行われていたが、実際にどれほど

の問題が発生するのか高層住棟の多い大都市での

被災状況は掌握できていなかった。震災直後に大

阪市立大学の北浦かおる教授らが、丹念な現地調

査と聞き取りを行った記録が残こり学術論文にも

なっているが、｢部屋中が洗濯機で掻き回されたよ

うな状態｣であったり、｢タンスの上の中型テレビ

が部屋の反対側まで飛んだ｣というような状況が

数多く報告されていた。こうしたことへの備えは、

個々人の責任で対処すべき問題であるかもしれな

いが、高層住宅の事業者・供給者にも、その危険

性と予防方法に関する情報を伝える責務があると

思われる。 

この高層住宅の内部被害の状況と対処方法に

関する知見は、上記の北浦研究室の報告と合わせ

て、住都公団（現都市再生機構）研究所で情報提

供（再現実験成果の無償配布）され、｢社会の智恵｣

になりつつあるが、まだ十分に浸透したとは言え

ない。高層住宅の供給者がその責務を果たすため

には、入居者が必要とする際に転倒防止のアンカ

ー設置方法を保障するとか（賃貸の場合には）容

認することに加え、住まいの手引きなどで対処方

法を適切に伝えることは、最低限執るべき責務で

ある。基礎自治体が対策マニュアルに記載してい

る事例もあるが、具体の建物の供給者の対応がな

ければ意味は半減する。家の中でも｢想定外｣を｢想

定内｣にすることが必要と思われる。 
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３．仮設住宅を巡る問題 

仮設住宅の建設に関して、今回も大きく迷走し

た。阪神淡路大震災以降の仮設住宅建設で、様々

の経験と教訓が積み上げられてきたにも関わらず、

今回も予想外の建設の遅れと混乱が生じた。主と

して、敷地の手当てと基盤の整備、建築技術の混

乱、それに被災者の生活への適合の悪さの問題で

ある。今回は津波による被災（家屋家財の喪失）

という特殊事情、それと多少関連する安全な建設

用地確保の困難性が、問題をより複雑化させ、迷

走を招いた。この“仮設住宅用地”の確保問題こ

そが重要課題なのであり、大都市直下型地震の場

合にも備えておかなければならない大課題なので

ある。 

 

応急仮設住宅の建設手続き 

今回もそうであったが、世論受けを意識し威厳

で即効対応を求める当局は、「○万戸を○月以内に

建設可能か？」と業界に問い合わせ、「わが社は○

ヶ月で○万戸供給できます」との回答が各社から

寄せられると、マスコミはあたかも大問題が片付

いたかのように報じる。 

安心していると半年経っても建設が進まない

ことになる。確かに、工場で量産される住宅ユニ

ットや建物構成部材は、業界やメーカーの協力が

あれば迅速に準備されるのであるが、より重要で

問題の大きい「用地の確保」と「居住に使えるた

め基盤整備」が全く失念されているのである。厳

密に言えば「４～５年間使うことに支障のない、

また災害に安全な土地」を選定し確保することと、

そこに上下水道などの供給処理インフラが備わる

ための手続きに、必要な手間と時間を掛けなけれ

ば、建物の工事着工はできないのである。 

応急仮設住宅は、一見、空地に工事用の現場小

屋程度の建物が無造作に並べられただけのように

映る。しかし、条件を満たす用地の多くは住宅用

に予定されたものでなく、公園の片隅であったり、

公道から離れた資材置場や空地であることも多く、

上下水の接続手続き（幹線への接続の可否調査、

許可の手続きと整備工事の設計・発注を済ませな

いと使えない）に時間と手間が掛かる。小さな団

地を開発するのと同等の手続きである。 

 

応急仮設住宅の建設コスト 

家を失った被災者にとって、仮設住宅は学校の

体育館や公民館等の一時避難場所よりましではあ

るが、狭くて性能のお粗末な小屋であり、たった

数年（名目上は２年、実体的に４～５年）提供す

るために、非常に割高な費用（基本単価は29.7㎡

で238.7万円であるが実質で400～600万円）も掛か

るものであることを社会の皆がよく弁えておく必

要がある。これだけの費用を掛けて、被災者が一

定の安住を得、生活の再建や復興に向かうことが

できればよいが、慣れない環境で無気力になった

り、孤立感が高まり心の病や孤立死を招く結果に

なるケースも報じられている。 

 

仮設住宅の立地 

阪神淡路大震災の仮設住宅地で支援を行った

森反章夫東京経済大教授らは、被災者支援の経験

から、仮設住宅はできるだけ「被災の住み慣れた

場所」の近くがよいということを現地体験に基づ

く論拠として主張し続けている。（現在も『仮設市

街地研究会』として活動中） 

復興事業が概成した時点で神戸のまちの見る

と、近くに仮住まいして頑張った地区と、遠くの

仮設住宅に移って戻った地区では、商店街の再興

で大きな差につながっていたとのことである。 

当時、芦屋市からの受託で住都公団が建設した

「南芦屋浜」住宅は、市内の被災者がこの敷地の

すぐ近くの応急仮設住宅で一緒に暮らし、復興公

営住宅が建設される状況を見ながら企画～屋外計

画のプロセスに参加したことで、とても魅力的な

住宅地ができた。野菜畑になっているコミュニテ

ィ・ガーデンや震災のメッセージを採り入れたパ

ブリックアートなどが採用され居住者コミュニテ

ィの再生に役立ったと評価されている。 

 

仮設住宅での生活の質 

応急仮設とはいっても、被災者がそこで生活す

る２～５年の意味は非常に大きい。近隣コミュニ

ティとの接点の存否や地域社会とのかかわりの良

否が、その後の再生や展望にもつながり得るし、

逆に絶望にもつながりかねない。迅速さも、経費

節減も大切であろうが、被災者の現在と将来への

配慮が不可欠である。中央防災会議の「地震災害

対策編」の近年の改定版にはこの辺りの考え方が

しっかり反映されていたし、国の住宅政策部門の

認識も十分であったようであるが、東日本大震災

の現地では活かされなかったようである。 

今回の仮設住宅づくりで、東京大学の大月敏雄

准教授らは、従来の枠組みをのり超えて先導的な

取組をしているが、その傍ら、「何故、応急仮設住

宅の制度が硬直化してしまったのかうまく行かな

くなっているのか」を、明治期以降の仮設住宅の

歴史の分析で明らかにしている。明治期の仮設住
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宅は、大規模な市街地火災等に対応するものとし

て考えられたが、その敷地内には店舗が併設され、

日雇い労務者等のための授産所まで設置されてい

た。関東大震災でも同じ主旨で仮設住宅を供給さ

れたが、戦時体制になってそれが無配慮な切り詰

め・合理化の対象となり「仮設は住宅のみで十分」

という制度的枠組みができてしまい、そのまま今

日に受け継がれてきたという報告であった。 

近年の少子高齢化、家族の希薄化、無縁社会化

の状況に照らし、また被災地の仮設住宅で孤独死

の発生が多発していることからも喫緊の課題であ

る。 

 

みなし仮設住宅の有効性 

今回の震災地では、応急仮設住宅の建設が遅れ

た反面、民間アパートの空室などを建設応急仮設

住宅の替わりに用いる「みなし仮設住宅」が６万

戸分余り使われた。建設応急仮設住宅が５万１千

戸余りであったのに対し、それ以上の大きな役割

を担ったと言える。 

日本全国平均で空家率が13％超にも増えてき

た（2008年住宅土地統計調査）中で、空家が被災

者の仮住まいに活用されることは素晴らしいこと

である。しかし、マスコミ報道は冷淡で、長らく

空室だった物件を割高な賃料で貸したとか、設備

性能や居住性が悪いものが多いとかを糾弾する入

居者の声ばかり報じた。建設応急仮設住宅と住み

比べた上での声なら中立的な報道であるが、家主

の予定外の収益を批判に扱う態度は問題である。

前述の応急仮設住宅の建設費を２～５年で割り戻

してみると30㎡程度の部屋に月当たり９～２０万

円も掛かってしまうことが判る。 

 

４．大都市直下型大地震に備える仮設住宅のあり

方 

 

４－１．大都市直下型地震での仮設住宅の必要量 

中央防災会議は首都直下地震（東京湾北部地震

M7.3）発生時の建物の「全壊・焼失戸数」を85万

戸（冬夕方18時、風速15ｍのケース）に上ると推

計(2008)しているが、自宅に住めなくなって応急

仮設住宅が必要となる世帯数はその倍近くになる

であろう。 

そうした場合に、今のまま建設型応急仮設住宅

での対応を基本に考えることでよいのかと感じる。

大都市の既成市街地や密集市街地に、その建設用

地がほとんどない状況は、三陸の津波被災地とも

同じで大きな課題であるが、その10倍以上の量に

対応できるとは考えられない。無理なく建設でき

るところで建てることに異論はないが、膨大な手

間と時間とコストをかけても供給量が焼け石に水

となるであろうことは想像に難くない。 

そこで考えられるのが、「空家」と「空床」の活

用による「みなし仮設住宅のリザーブ」の社会的

準備の仕組みである。例えば東京都の空家の量は、

図－４のように、平成２０年で約７５万戸もある

ことから、その全部が仮設居住用に使えれば必要

量の半分程度は賄えることになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 東京都の空家 

 

ポイントとなるのは、法的帰属の明瞭性や建物

維持管理状況や基本性能の点で、いざという時に

「手際よく使える空家・空床」として確保できる

かどうか、耐震性や防水性・断熱性などが少なく

とも住むに耐える状況であるかということの確認

方法（長期空家では困難）と、防災計画に組み込

むための予約契約などの費用負担の問題である。 

アパートの空室を「応急仮設住宅」用に貸すこ

とは、自治体などが間に入り契約条件さえしっか

りできれば余り問題はない。しかし、大都市の既

成市街地の賃貸需要は変動が激しく、そうした活

用計画への割当て量はあまり期待できない。アパ

ートの空室率は、市場原理が働き、実質的に３％

程度に保たれていることと、震災直後に被害のな

かった物件は払底するからである。 

 

４－２．『コミュニティ防災ストック登録制度（仮

称）』の提案 

賃貸空家よりももう少し確実性が高く安定的

な「みなし仮設住宅のリザーブ」になると考えら

れるのが、戸建住宅の空床の活用である。戸建住
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宅世帯でも高齢化と小家族化（独居もしくは夫婦

のみ）が進み、家の２階部分がまったく使われな

いケースが増えている。多くの場合、２階にもト

イレ・洗面所が整っているため、僅かの改修工事

（風呂の増設、玄関の分離など）で３０㎡程度の

「みなし仮設住宅」との２世帯住宅に改造できる。

応急仮設住宅の建設より遙かに安く供給できる。

数年間の供用の後そのまま存置して若年世帯との

シェア住宅に使うことも可能である。 

空床活用でよく問題となるのは、高齢化した家

主の不安（入居者とのトラブルや摩擦）の払拭で

ある。「コミュニティ防災ストック」の考え方は、

社交性のある高齢家主が、自宅の部屋を近隣の集

いやサークル活動に提供している事例が散見され

ることを活かす仕組みを目論んでいるためである。 

こうした取組に前向きな家主の場合は、被災者

のための空床の提供（例えば、改造費は自治体持

ちで、供用期間は賃料付という条件で）に協力す

ることは難しくない。現状のままで一定の近隣コ

ミュニティ活動に貢献でき、震災発生で仮設住宅

が必要になった際に提供可能な協定を結び登録し

てくれる家が増えるよう、若干の固定資産税割引

とか活動支援助成とかのインセンティブで確保し

ようという構想である。近隣コミュニティ活動の

促進自体も立派な防災活動であり、孤立しがちで

見守りの拡充が待ったなしの高齢者が増えている

状況などを勘案すれば、そうした取組に社会的同

意は得やすいのではないかと考えられる。 

 

結び 

大都市直下型震災のような巨大災害に対して、

防災大綱や防災計画書のような取組体系をつくり

定着させることは確かに大切であると思われる。

しかし、一市民、個々人が、そうした巨大災害に

直面した際にどう対処すべきかの判断基準をそこ

で得ようとしても、あまり役には立たない。 

巨大災害の全体像を理解し、地域社会の各パー

トの役割分担を理解し、想定すべき危険性をもれ

なく判別し、立場によって異なる行動規範に従っ

て対処する、もしくは避難するという考え方自体

は、妥当で間違いないものであるが、生身の人間

の判断基準・行動規範として使うには合わない。

マクロスコピックな捉え方からは、結局、「最大公

約数」的な答えしか出てこない。 

一方、生活者の体感的経験や、ヒューマンスケ

ール（身の丈）の対処方法は、伝承しやすく共感

もしやすく、子どもにもよく判る。そうしたミク

ロスコピックな「教訓」は、いわば「最小公倍数」

的な最適解となり、他にも応用が利くことがよく

あるのではないかと思われる。 

被災後の仮住まいや復興事業の取組が、真のま

ちの再生、地域の再生につながるのかどうか、最

大公約数的な議論だけでは他人事にならないかと

心配になる。災害多発の国土で暮らす生活者の

個々人の智恵と社会の共通認識が、巨大災害の災

禍をも乗り越える「備え」につながるのではない

かと問い掛けたい。 
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